
（平成２３年４月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 121 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 119 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 13 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 8 件

年金記録確認茨城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



茨城国民年金 事案 1185 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年１月から同年３月まで 

ねんきん特別便が届き、納付記録を確認したところ、申立期間の国民年

金保険料が未納とされていた。会社を退職後、父が国民年金の加入手続を

行い、結婚前から現在まで未納なく保険料を納付してきた。 

このため、申立期間の保険料のみが未納とされていることに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金被保険者台帳によると、申立人は、申立期間前後の国民年金保険

料を現年度納付している事実が確認できることから、申立期間の保険料のみ

を納付しなかったとは考え難い。 

また、申立期間は３か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除く国民

年金加入期間の保険料を全て納付している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 1186 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38年 10 月から 39年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 10月から 39年３月まで 

    ねんきん特別便を確認したところ、昭和 38年 10月から 39年３月までの

国民年金保険料の納付事実の確認ができなかった。 

昭和 36 年４月から 40 年６月までのうち、申立期間以外の期間について

は、厚生年金保険に加入していたが、国民年金保険料を納付していた。私

が所持している国民年金手帳にも、申立期間を含む昭和 36 年４月から 40

年６月までの保険料を収納した印が押されており、申立期間については、

国民年金被保険者期間であったはずである。 

このため、申立期間について、国民年金保険料が還付済みとされ、保険

料の納付事実が確認できないことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する国民年金手帳により、申立人は、申立期間を含む昭和 36

年４月から 40 年６月までの国民年金保険料を現年度納付していることが確認

できる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者資格記録については、オンライン記

録により、昭和 36 年１月４日に取得後、同年 10 月 21 日に喪失し、39 年４

月１日に再取得したことが確認できるところ、国民年金被保険者名簿により、

行政側は、申立期間を含む 36 年４月から 40 年６月までの全ての期間につい

て、申立人が厚生年金保険に加入していたことを理由として、41 年９月 20

日に、当該期間に係る国民年金保険料の還付処理を行ったことが確認できる

ものの、申立人が、申立期間について、厚生年金保険に加入していた事実は

無いことから、申立期間については、本来、国民年金の強制加入被保険者期



間であり、国民年金保険料が納付されていたにもかかわらず還付手続が行わ

れ、未加入期間となっていることについて、行政側の事務手続の瑕疵
か し

があっ

たと認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



茨城厚生年金 事案 1367 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間について、申立人は、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人の申立期間における標準報酬月額を

６万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年 10月１日から 50年 10月１日まで 

    年金事務所で標準報酬月額について確認したところ、Ａ社に勤務してい

た期間のうち、昭和 49 年 10 月１日から 50 年 10 月１日までの期間の標準

報酬月額が、私が保有する給与明細書により確認できる保険料控除額に見

合っていないことが判明した。 

    このため、申立期間の標準報酬月額について、保険料控除額に見合う額

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書（昭和 49 年 10月分及び同年 11 月分）に

より、給与総支給額に見合う標準報酬月額及び保険料控除額（健康保険・厚

生年金保険料の合計額）に見合う標準報酬月額は、それぞれ６万円であり、

健康保険厚生年金保険被保険者原票により確認できる標準報酬月額（５万

6,000円）を上回っていることが確認できる。 

また、申立期間内である昭和 49 年 11 月１日付けで、健康保険料率の改定

（72/1,000 から 76/1,000 に改定）が行われているところ、申立人から提出

された給与明細書により、申立人の同年 11 月分の給与について、Ａ社は、改

定後の保険料率を適用し、標準報酬月額６万円に相当する保険料を控除して

いることが確認できることから、給与明細書の無い同年 12 月から 50 年９月

までの期間についても、同年 10 月の定時決定が行われるまで、同社は、申立

人の給与から、継続して、標準報酬月額６万円に相当する厚生年金保険料を

控除していたものと推認できる。 

さらに、Ａ社に照会したところ、当時の資料が残っていないものの、申立



人から提出された給与明細書（昭和 49年 10 月分及び同年 11月分）により、

標準報酬月額６万円に相当する厚生年金保険料を控除していることが確認で

きることから、昭和 49年 12月から 50年９月までの期間についても、標準報

酬月額６万円に相当する厚生年金保険料を控除していたとの回答が得られた。 

加えて、申立人が勤務していた当時のＡ社Ｂ営業所の所長に照会したとこ

ろ、当時、給与が上がることはあっても下がることはなかったことから、申

立人の標準報酬月額が前年より低額になる（健康保険厚生年金保険被保険者

原票における申立人の標準報酬月額に係る記録は、昭和 49 年 10 月に６万円

から５万 6,000 円に下がっている。）理由は思い当たらない旨の証言が得ら

れた。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書において確

認できる報酬月額及び保険料控除額から、６万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の主張する標準報酬月額に見合う保険料を納付した

か否かについては、Ａ社は、これを確認できる関連資料が無いため不明とし

ており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 

  



茨城厚生年金 事案 1368 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 102 万 9,000 円、16 年７月 27 日は 88 万

4,000円、同年 12月 22日は 96万 1,000円、17年７月 26日は 80万 6,000円、

同年 12 月 26 日は 62 万円、18 年７月 28 日は 76 万 7,000 円、同年 12 月 25

日は 66万 3,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 102 万 9,000 円、16 年７月 27

日は 88 万 4,000 円、同年 12 月 22 日は 96 万 1,000 円、17 年７月 26 日は 80

万 6,000 円、同年 12 月 26 日は 62 万円、18 年７月 28 日は 76 万 7,000 円、

同年 12月 25日は 66万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1369 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 79 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 63 万

9,000円、同年 12月 22日は 73万 6,000円、17年７月 26日は 55万 8,000円、

同年 12 月 26 日は 48 万 8,000 円、18 年７月 28 日は 59 万円、同年 12 月 25

日は 50万 7,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 79 万 6,000 円、16 年７月 27

日は 63 万 9,000 円、同年 12 月 22 日は 73 万 6,000 円、17 年７月 26 日は 55

万 8,000 円、同年 12 月 26 日は 48 万 8,000 円、18 年７月 28 日は 59 万円、

同年 12月 25日は 50万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1370 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 79 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 64 万

9,000円、同年 12月 22日は 74万 7,000円、17年７月 26日は 57万 6,000円、

同年 12 月 26 日は 45 万 7,000 円、18 年７月 28 日は 56 万 1,000 円、同年 12

月 25日は 44万 1,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 79 万 6,000 円、16 年７月 27

日は 64 万 9,000 円、同年 12 月 22 日は 74 万 7,000 円、17 年７月 26 日は 57

万 6,000円、同年 12月 26日は 45万 7,000 円、18年７月 28日は 56万 1,000

円、同年 12月 25日は 44万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1371 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 75 万 3,000 円、16 年７月 27 日は 65 万

5,000円、同年 12月 22日は 69万 3,000円、17年７月 26日は 58万 3,000円、

同年 12 月 26 日は 43 万 1,000 円、18 年７月 28 日は 52 万 8,000 円、同年 12

月 25日は 45万 7,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 75 万 3,000 円、16 年７月 27

日は 65 万 5,000 円、同年 12 月 22 日は 69 万 3,000 円、17 年７月 26 日は 58

万 3,000円、同年 12月 26日は 43万 1,000 円、18年７月 28日は 52万 8,000

円、同年 12月 25日は 45万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1372 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 56 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 49 万

8,000円、同年 12月 22日は 50万 3,000円、17年７月 26日は 44万 9,000円、

同年 12 月 26 日は 40 万円、18 年７月 28 日は 46 万 8,000 円、同年 12 月 25

日は 41万 1,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 56 万 6,000 円、16 年７月 27

日は 49 万 8,000 円、同年 12 月 22 日は 50 万 3,000 円、17 年７月 26 日は 44

万 9,000 円、同年 12 月 26 日は 40 万円、18 年７月 28 日は 46 万 8,000 円、

同年 12月 25日は 41万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1373 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 66 万 4,000 円、16 年７月 27 日は 57 万

3,000円、同年 12月 22日は 61万 8,000円、17年７月 26日は 50万 7,000円、

同年 12 月 26 日は 40 万 6,000 円、18 年７月 28 日は 53 万 8,000 円、同年 12

月 25日は 38万 6,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 66 万 4,000 円、16 年７月 27

日は 57 万 3,000 円、同年 12 月 22 日は 61 万 8,000 円、17 年７月 26 日は 50

万 7,000円、同年 12月 26日は 40万 6,000 円、18年７月 28日は 53万 8,000

円、同年 12月 25日は 38万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1374 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 65 万 7,000 円、16 年７月 27 日は 57 万円、

同年 12 月 22 日は 63 万 1,000 円、17 年７月 26 日は 50 万 5,000 円、同年 12

月 26 日は 40 万 4,000 円、18 年７月 28 日は 53 万 6,000 円、同年 12 月 25 日

は 38万 5,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 65 万 7,000 円、16 年７月 27

日は 57 万円、同年 12 月 22 日は 63 万 1,000 円、17 年７月 26 日は 50 万

5,000円、同年 12月 26日は 40万 4,000円、18年７月 28日は 53万 6,000円、

同年 12月 25日は 38万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1375 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 52万 2,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、52万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1376 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 75 万 5,000 円、16 年７月 27 日は 45 万

8,000円、同年 12月 22日は 50万 6,000円、17年７月 26日は 42万 6,000円

にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき



る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 75 万 5,000 円、16 年７月 27

日は 45 万 8,000 円、同年 12 月 22 日は 50 万 6,000 円、17 年７月 26 日は 42

万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1377 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 49 万 8,000 円、16 年７月 27 日は 39 万

3,000円、同年 12月 22日は 42万 4,000円、17年７月 26日は 39万 4,000円、

同年 12 月 26 日は 30 万円、18 年７月 28 日は 35 万 9,000 円、同年 12 月 25

日は 31万 8,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 49 万 8,000 円、16 年７月 27

日は 39 万 3,000 円、同年 12 月 22 日は 42 万 4,000 円、17 年７月 26 日は 39

万 4,000 円、同年 12 月 26 日は 30 万円、18 年７月 28 日は 35 万 9,000 円、

同年 12月 25日は 31万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1378 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 47 万 4,000 円、16 年７月 27 日は 45 万

5,000円、同年 12月 22日は 43万 6,000円、17年７月 26日は 41万 2,000円、

同年 12 月 26 日は 34 万 1,000 円、18 年７月 28 日は 39 万 6,000 円、同年 12

月 25日は 37万 8,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 47 万 4,000 円、16 年７月 27

日は 45 万 5,000 円、同年 12 月 22 日は 43 万 6,000 円、17 年７月 26 日は 41

万 2,000円、同年 12月 26日は 34万 1,000 円、18年７月 28日は 39万 6,000

円、同年 12月 25日は 37万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1379 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 59 万 2,000 円、16 年７月 27 日は 54 万

9,000円、同年 12月 22日は 54万 6,000円、17年７月 26日は 57万 3,000円

にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき



る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 59 万 2,000 円、16 年７月 27

日は 54 万 9,000 円、同年 12 月 22 日は 54 万 6,000 円、17 年７月 26 日は 57

万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1380 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 60 万 5,000 円、16 年７月 27 日は 51 万

1,000円、同年 12月 22日は 58万 2,000円、17年７月 26日は 43万 1,000円、

同年 12 月 26 日は 37 万 6,000 円、18 年７月 28 日は 42 万 9,000 円、同年 12

月 25日は 38万 7,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 60 万 5,000 円、16 年７月 27

日は 51 万 1,000 円、同年 12 月 22 日は 58 万 2,000 円、17 年７月 26 日は 43

万 1,000円、同年 12月 26日は 37万 6,000 円、18年７月 28日は 42万 9,000

円、同年 12月 25日は 38万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1381 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 35 万 7,000 円、16 年７月 27 日は 32 万

7,000円、同年 12月 22日は 34万円、17年７月 26日は 29万 2,000円、同年

12 月 26 日は 24 万 2,000 円、18 年７月 28 日は 29 万円、同年 12 月 25 日は

24万 9,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 35 万 7,000 円、16 年７月 27

日は 32 万 7,000 円、同年 12 月 22 日は 34 万円、17 年７月 26 日は 29 万

2,000円、同年 12月 26日は 24万 2,000円、18年７月 28日は 29万円、同年

12月 25日は 24万 9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1382 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 67 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 53 万

5,000円、同年 12月 22日は 58万 7,000円、17年７月 26日は 46万 2,000円、

同年 12 月 26 日は 37 万 4,000 円、18 年７月 28 日は 41 万 3,000 円、同年 12

月 25日は 39万 5,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 67 万 6,000 円、16 年７月 27

日は 53 万 5,000 円、同年 12 月 22 日は 58 万 7,000 円、17 年７月 26 日は 46

万 2,000円、同年 12月 26日は 37万 4,000 円、18年７月 28日は 41万 3,000

円、同年 12月 25日は 39万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1383 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 50 万 5,000 円、16 年７月 27 日は 48 万

1,000円、同年 12月 22日は 55万 1,000円、17年７月 26日は 38万 7,000円、

同年 12 月 26 日は 33 万 7,000 円、18 年７月 28 日は 34 万 5,000 円、同年 12

月 25日は 34万 3,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 50 万 5,000 円、16 年７月 27

日は 48 万 1,000 円、同年 12 月 22 日は 55 万 1,000 円、17 年７月 26 日は 38

万 7,000円、同年 12月 26日は 33万 7,000 円、18年７月 28日は 34万 5,000

円、同年 12月 25日は 34万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1384 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 47 万 8,000 円、16 年７月 27 日は 43 万

7,000円、同年 12月 22日は 45万 3,000円、17年７月 26日は 40万 8,000円、

同年 12 月 26 日は 32 万 7,000 円、18 年７月 28 日は 37 万 4,000 円、同年 12

月 25日は 34万円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 47 万 8,000 円、16 年７月 27

日は 43 万 7,000 円、同年 12 月 22 日は 45 万 3,000 円、17 年７月 26 日は 40

万 8,000円、同年 12月 26日は 32万 7,000 円、18年７月 28日は 37万 4,000

円、同年 12月 25日は 34万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1385 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 54 万 7,000 円、16 年７月 27 日は 47 万

5,000円、同年 12月 22日は 50万 3,000円、17年７月 26日は 42万 3,000円、

同年 12 月 26 日は 34 万 3,000 円、18 年７月 28 日は 38 万 2,000 円にそれぞ

れ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の



範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 54 万 7,000 円、16 年７月 27

日は 47 万 5,000 円、同年 12 月 22 日は 50 万 3,000 円、17 年７月 26 日は 42

万 3,000円、同年 12月 26日は 34万 3,000 円、18年７月 28日は 38万 2,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1386 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 53 万円、16 年７月 27 日は 47 万 2,000 円、

同年 12 月 22 日は 57 万 4,000 円、17 年７月 26 日は 44 万 9,000 円、同年 12

月 26 日は 37 万 6,000 円、18 年７月 28 日は 44 万 5,000 円、同年 12 月 25 日

は 41万 7,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 53 万円、16 年７月 27 日は 47

万 2,000円、同年 12月 22日は 57万 4,000 円、17年７月 26日は 44万 9,000

円、同年 12 月 26 日は 37 万 6,000 円、18 年７月 28 日は 44 万 5,000 円、同

年 12月 25日は 41万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1387 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 40 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 32 万

5,000円、同年 12月 22日は 35万 3,000円、17年７月 26日は 29万 4,000円、

同年 12 月 26 日は 24 万 9,000 円、18 年７月 28 日は 29 万 2,000 円、同年 12

月 25日は 28万 6,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 40 万 6,000 円、16 年７月 27

日は 32 万 5,000 円、同年 12 月 22 日は 35 万 3,000 円、17 年７月 26 日は 29

万 4,000円、同年 12月 26日は 24万 9,000 円、18年７月 28日は 29万 2,000

円、同年 12月 25日は 28万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1388 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 42 万 5,000 円、16 年７月 27 日は 41 万

6,000円、同年 12月 22日は 35万 9,000円、17年７月 26日は 34万 2,000円、

同年 12 月 26 日は 27 万 6,000 円、18 年７月 28 日及び同年 12 月 25 日は 33

万 6,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 42 万 5,000 円、16 年７月 27

日は 41 万 6,000 円、同年 12 月 22 日は 35 万 9,000 円、17 年７月 26 日は 34

万 2,000 円、同年 12 月 26 日は 27 万 6,000 円、18 年７月 28 日及び同年 12

月 25日は 33万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1389 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 36 万 7,000 円、16 年７月 27 日は 31 万

6,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 36 万 7,000 円、16 年７月 27 日は 31

万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1390 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 42 万 1,000 円、16 年７月 27 日は 37 万円、

同年 12 月 22 日は 39 万 4,000 円、17 年７月 26 日は 33 万 2,000 円、同年 12

月 26 日は 34 万 7,000 円、18 年７月 28 日は 42 万 2,000 円、同年 12 月 25 日

は 32万 5,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 42 万 1,000 円、16 年７月 27

日は 37 万円、同年 12 月 22 日は 39 万 4,000 円、17 年７月 26 日は 33 万

2,000円、同年 12月 26日は 34万 7,000円、18年７月 28日は 42万 2,000円、

同年 12月 25日は 32万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1391 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 48 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 38 万

5,000 円、同年 12 月 22 日は 40 万 7,000 円にそれぞれ訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 48 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 38

万 5,000円、同年 12月 22日は 40万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1392 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 35 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 31 万

2,000円、同年 12月 22日は 30万 1,000円、17年７月 26日は 28万 7,000円、

同年 12 月 26 日は 23 万 4,000 円、18 年７月 28 日は 28 万円、同年 12 月 25

日は 28万 2,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 35 万 6,000 円、16 年７月 27

日は 31 万 2,000 円、同年 12 月 22 日は 30 万 1,000 円、17 年７月 26 日は 28

万 7,000 円、同年 12 月 26 日は 23 万 4,000 円、18 年７月 28 日は 28 万円、

同年 12月 25日は 28万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1393 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 41 万 2,000 円、16 年７月 27 日は 33 万円、

同年 12 月 22 日は 34 万 8,000 円、17 年７月 26 日は 32 万 4,000 円、同年 12

月 26 日は 26 万 1,000 円、18 年７月 28 日は 31 万 7,000 円、同年 12 月 25 日

は 31万 1,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 41 万 2,000 円、16 年７月 27

日は 33 万円、同年 12 月 22 日は 34 万 8,000 円、17 年７月 26 日は 32 万

4,000円、同年 12月 26日は 26万 1,000円、18年７月 28日は 31万 7,000円、

同年 12月 25日は 31万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1394 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 29 万 4,000 円、16 年７月 27 日は 26 万

5,000円、同年 12月 22日は 27万 4,000円、17年７月 26日は 25万 9,000円、

同年 12 月 26 日は 22 万 8,000 円、18 年７月 28 日は 27 万 8,000 円、同年 12

月 25日は 27万 4,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 29 万 4,000 円、16 年７月 27

日は 26 万 5,000 円、同年 12 月 22 日は 27 万 4,000 円、17 年７月 26 日は 25

万 9,000円、同年 12月 26日は 22万 8,000 円、18年７月 28日は 27万 8,000

円、同年 12月 25日は 27万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1395 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 36 万 4,000 円、16 年７月 27 日は 28 万

8,000円、同年 12月 22日は 30万 8,000円、17年７月 26日は 25万 9,000円、

同年 12 月 26 日は 22 万 1,000 円、18 年７月 28 日は 27 万 9,000 円、同年 12

月 25日は 26万 7,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 36 万 4,000 円、16 年７月 27

日は 28 万 8,000 円、同年 12 月 22 日は 30 万 8,000 円、17 年７月 26 日は 25

万 9,000円、同年 12月 26日は 22万 1,000 円、18年７月 28日は 27万 9,000

円、同年 12月 25日は 26万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1396 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 34万 5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、34万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1397 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 46万 2,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、46万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1398 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 37 万 5,000 円、16 年７月 27 日は 34 万

7,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 37 万 5,000 円、16 年７月 27 日は 34

万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1399 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 35 万 5,000 円、16 年７月 27 日は 32 万

7,000円、同年 12月 22日は 36万 7,000円、17年７月 26日は 29万 2,000円、

同年 12 月 26 日は 25 万 8,000 円、18 年７月 28 日は 28 万円、同年 12 月 25

日は 27万 4,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 35 万 5,000 円、16 年７月 27

日は 32 万 7,000 円、同年 12 月 22 日は 36 万 7,000 円、17 年７月 26 日は 29

万 2,000 円、同年 12 月 26 日は 25 万 8,000 円、18 年７月 28 日は 28 万円、

同年 12月 25日は 27万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1400 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 40 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 34 万

7,000円、同年 12月 22日は 36万 5,000円、17年７月 26日は 33万 4,000円、

同年 12 月 26 日は 29 万 7,000 円、18 年７月 28 日は 36 万 2,000 円、同年 12

月 25日は 30万 6,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 40 万 6,000 円、16 年７月 27

日は 34 万 7,000 円、同年 12 月 22 日は 36 万 5,000 円、17 年７月 26 日は 33

万 4,000円、同年 12月 26日は 29万 7,000 円、18年７月 28日は 36万 2,000

円、同年 12月 25日は 30万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1401 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 27 万 3,000 円、16 年７月 27 日は 26 万

9,000円、同年 12月 22日は 25万 5,000円、17年７月 26日は 24万 1,000円、

同年 12月 26日は 18万 4,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 



したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 27 万 3,000 円、16 年７月 27

日は 26 万 9,000 円、同年 12 月 22 日は 25 万 5,000 円、17 年７月 26 日は 24

万 1,000円、同年 12月 26日は 18万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1402 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 41 万 2,000 円、16 年７月 27 日は 33 万

7,000円、同年 12月 22日は 42万 2,000円、17年７月 26日は 35万 5,000円、

同年 12 月 26 日は 26 万 3,000 円、18 年７月 28 日は 33 万 6,000 円、同年 12

月 25日は 28万円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 41 万 2,000 円、16 年７月 27

日は 33 万 7,000 円、同年 12 月 22 日は 42 万 2,000 円、17 年７月 26 日は 35

万 5,000円、同年 12月 26日は 26万 3,000 円、18年７月 28日は 33万 6,000

円、同年 12月 25日は 28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1403 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 24万 5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、24万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1404 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 27 万 5,000 円、16 年７月 27 日は 16 万

1,000円、同年 12月 22日は 23万 3,000円、17年７月 26日は 22万 5,000円、

同年 12 月 26 日は 18 万 1,000 円、18 年７月 28 日は 22 万 1,000 円、同年 12

月 25日は 22万 5,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 27 万 5,000 円、16 年７月 27

日は 16 万 1,000 円、同年 12 月 22 日は 23 万 3,000 円、17 年７月 26 日は 22

万 5,000円、同年 12月 26日は 18万 1,000 円、18年７月 28日は 22万 1,000

円、同年 12月 25日は 22万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1405 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 27万 5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、27万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1406 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 29 万 3,000 円、16 年７月 27 日は 26 万円、

同年 12 月 22 日は 27 万 7,000 円、17 年７月 26 日は 23 万 4,000 円、同年 12

月 26 日は 19 万円、18 年７月 28 日は 25 万 3,000 円、同年 12 月 25 日は 23

万 5,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 29 万 3,000 円、16 年７月 27

日は 26 万円、同年 12 月 22 日は 27 万 7,000 円、17 年７月 26 日は 23 万

4,000円、同年 12月 26日は 19万円、18年７月 28日は 25万 3,000円、同年

12月 25日は 23万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1407 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 24 万 5,000 円、16 年７月 27 日は 24 万

4,000円、同年 12月 22日は 23万 3,000円、17年７月 26日は 21万 8,000円、

同年 12月 26日は 18万円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 



したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 24 万 5,000 円、16 年７月 27

日は 24 万 4,000 円、同年 12 月 22 日は 23 万 3,000 円、17 年７月 26 日は 21

万 8,000円、同年 12月 26日は 18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1408 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 16万 8,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、16万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1409 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 16 年７月 27 日は 32 万 3,000 円、同年 12 月 22 日は 30 万

7,000円、17年７月 26日は 28万 8,000円、同年 12月 26日は 23万 7,000円、

18 年７月 28 日は 28 万 4,000 円、同年 12 月 25 日は 27 万 9,000 円にそれぞ

れ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月 27日 

② 平成 16年 12月 22日 

③ 平成 17年７月 26日 

④ 平成 17年 12月 26日 

⑤ 平成 18年７月 28日 

⑥ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の



範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 16年７月 27日は 32万 3,000円、同年 12月 22日

は 30 万 7,000 円、17 年７月 26 日は 28 万 8,000 円、同年 12 月 26 日は 23 万

7,000円、18年７月 28日は 28万 4,000円、同年 12月 25日は 27万 9,000円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1410 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 23万 1,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 27日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、23万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1411 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 25万 8,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年７月 27日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、25万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1412 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 16 年７月 27 日は 30 万 3,000 円、同年 12 月 22 日は 34 万

3,000 円、17 年７月 26 日は 29 万 5,000 円にそれぞれ訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月 27日 

② 平成 16年 12月 22日 

③ 平成 17年７月 26日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 16年７月 27日は 30万 3,000円、同年 12月 22日



は 34 万 3,000 円、17 年７月 26 日は 29 万 5,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1413 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 16 年７月 27 日は 22 万 1,000 円、同年 12 月 22 日は 26 万

4,000円、17年７月 26日は 22万 6,000円、同年 12月 26日は 17万 7,000円、

18 年７月 28 日は 21 万 7,000 円、同年 12 月 25 日は 22 万 4,000 円にそれぞ

れ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月 27日 

② 平成 16年 12月 22日 

③ 平成 17年７月 26日 

④ 平成 17年 12月 26日 

⑤ 平成 18年７月 28日 

⑥ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の



範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 16年７月 27日は 22万 1,000円、同年 12月 22日

は 26 万 4,000 円、17 年７月 26 日は 22 万 6,000 円、同年 12 月 26 日は 17 万

7,000円、18年７月 28日は 21万 7,000円、同年 12月 25日は 22万 4,000円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1414 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 16 年７月 27 日は 15 万 8,000 円、同年 12 月 22 日は 25 万円、

17 年７月 26 日は 21 万 6,000 円、同年 12 月 26 日は 18 万 1,000 円、18 年７

月 28日は 23万 4,000 円、同年 12月 25日は 22万 3,000円にそれぞれ訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月 27日 

② 平成 16年 12月 22日 

③ 平成 17年７月 26日 

④ 平成 17年 12月 26日 

⑤ 平成 18年７月 28日 

⑥ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の



範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 16年７月 27日は 15万 8,000円、同年 12月 22日

は 25 万円、17 年７月 26 日は 21 万 6,000 円、同年 12 月 26 日は 18 万 1,000

円、18 年７月 28 日は 23 万 4,000 円、同年 12 月 25 日は 22 万 3,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1415 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 16 年 12 月 22 日は 24 万 9,000 円、17 年７月 26 日は 23 万

3,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年 12月 22日 

② 平成 17年７月 26日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 16 年 12 月 22 日は 24 万 9,000 円、17 年７月 26

日は 23万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事



業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1416 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 16 年 12 月 22 日は 23 万 8,000 円、17 年７月 26 日は 22 万

4,000円、同年 12月 26日は 17万 2,000円、18年７月 28日は 22万 2,000円、

同年 12月 25日は 22万 5,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年 12月 22日 

② 平成 17年７月 26日 

③ 平成 17年 12月 26日 

④ 平成 18年７月 28日 

⑤ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 



したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 16 年 12 月 22 日は 23 万 8,000 円、17 年７月 26

日は 22 万 4,000 円、同年 12 月 26 日は 17 万 2,000 円、18 年７月 28 日は 22

万 2,000円、同年 12月 25日は 22万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1417 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 24万 5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16年 12月 22日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、24万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1418 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 16 年 12 月 22 日は 35 万 2,000 円、17 年７月 26 日は 29 万

6,000円、同年 12月 26日は 24万 4,000円、18年７月 28日は 30万 3,000円、

同年 12月 25日は 25万 6,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年 12月 22日 

② 平成 17年７月 26日 

③ 平成 17年 12月 26日 

④ 平成 18年７月 28日 

⑤ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 



したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 16 年 12 月 22 日は 35 万 2,000 円、17 年７月 26

日は 29 万 6,000 円、同年 12 月 26 日は 24 万 4,000 円、18 年７月 28 日は 30

万 3,000円、同年 12月 25日は 25万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1419 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 17 年７月 26 日は 25 万 8,000 円、同年 12 月 26 日は 20 万

9,000 円、18 年７月 28 日は 25 万 8,000 円にそれぞれ訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 61年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 26日 

② 平成 17年 12月 26日 

③ 平成 18年７月 28日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 17年７月 26日は 25万 8,000円、同年 12月 26日



は 20 万 9,000 円、18 年７月 28 日は 25 万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1420 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 17 年７月 26 日は 37 万 6,000 円、同年 12 月 26 日は 31 万

7,000円、18年７月 28日は 31万 2,000円、同年 12月 25日は 27万 1,000円

にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 26日 

② 平成 17年 12月 26日 

③ 平成 18年７月 28日 

④ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき



る保険料控除額から、平成 17年７月 26日は 37万 6,000円、同年 12月 26日

は 31 万 7,000 円、18 年７月 28 日は 31 万 2,000 円、同年 12 月 25 日は 27 万

1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1421 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 17 年７月 26 日は 34 万円、同年 12 月 26 日は 26 万円、18 年７

月 28日は 33万 6,000 円、同年 12月 25日は 30万 7,000円にそれぞれ訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 26日 

② 平成 17年 12月 26日 

③ 平成 18年７月 28日 

④ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき



る保険料控除額から、平成 17 年７月 26 日は 34 万円、同年 12 月 26 日は 26

万円、18 年７月 28 日は 33 万 6,000 円、同年 12 月 25 日は 30 万 7,000 円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1422 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 17 年７月 26 日は 19 万 8,000 円、同年 12 月 26 日は 16 万

4,000円、18年７月 28日は 22万円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 26日 

② 平成 17年 12月 26日 

③ 平成 18年７月 28日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 17年７月 26日は 19万 8,000円、同年 12月 26日

は 16万 4,000円、18年７月 28日は 22万円とすることが妥当である。 



なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1423 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 17 年７月 26 日は 23 万 6,000 円、同年 12 月 26 日及び 18 年７

月 28日は 23万円、同年 12月 25日は 24万 2,000円にそれぞれ訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 26日 

② 平成 17年 12月 26日 

③ 平成 18年７月 28日 

④ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき



る保険料控除額から、平成 17年７月 26日は 23万 6,000円、同年 12月 26日

及び 18 年７月 28 日は 23 万円、同年 12 月 25 日は 24 万 2,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1424 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 17 年 12 月 26 日は 20 万 3,000 円、18 年７月 28 日は 25 万円、

同年 12月 25日は 24万 4,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 26日 

② 平成 18年７月 28日 

③ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 17 年 12 月 26 日は 20 万 3,000 円、18 年７月 28

日は 25万円、同年 12月 25日は 24万 4,000円とすることが妥当である。 



なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1425 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 18 年７月 28 日は 24 万 5,000 円、同年 12 月 25 日は 21 万

8,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年７月 28日 

② 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 18年７月 28日は 24万 5,000円、同年 12月 25日

は 21万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事



業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1426 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 18 年７月 28 日は 20 万 9,000 円、同年 12 月 25 日は 21 万

8,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年７月 28日 

② 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 18年７月 28日は 20万 9,000円、同年 12月 25日

は 21万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事



業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1427 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 18 年７月 28 日は 20 万 1,000 円、同年 12 月 25 日は 19 万

6,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 61年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年７月 28日 

② 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 18年７月 28日は 20万 1,000円、同年 12月 25日

は 19万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事



業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1428 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 18 年７月 28 日は 21 万円、同年 12 月 25 日は 21 万 4,000 円に

それぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年７月 28日 

② 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 18 年７月 28 日は 21 万円、同年 12 月 25 日は 21

万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事



業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1429 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 45万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、45万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

  



茨城厚生年金 事案 1430 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 58 万円、16 年７月 27 日は 58 万 1,000 円、

同年 12 月 22 日は 60 万 7,000 円、17 年７月 26 日は 52 万 1,000 円、同年 12

月 26 日は 43 万 4,000 円、18 年７月 28 日は 50 万 9,000 円、同年 12 月 25 日

は 51万 8,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 58 万円、16 年７月 27 日は 58

万 1,000円、同年 12月 22日は 60万 7,000 円、17年７月 26日は 52万 1,000

円、同年 12 月 26 日は 43 万 4,000 円、18 年７月 28 日は 50 万 9,000 円、同

年 12月 25日は 51万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1431 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 81 万 3,000 円、16 年７月 27 日は 71 万

6,000円、同年 12月 22日は 75万円、17年７月 26日は 64万 1,000円、同年

12 月 26 日は 48 万 1,000 円、18 年７月 28 日及び同年 12 月 25 日は 56 万

7,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 81 万 3,000 円、16 年７月 27

日は 71 万 6,000 円、同年 12 月 22 日は 75 万円、17 年７月 26 日は 64 万

1,000 円、同年 12 月 26 日は 48 万 1,000 円、18 年７月 28 日及び同年 12 月

25日は 56万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1432 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 69 万 1,000 円、16 年７月 27 日は 53 万

7,000円、同年 12月 22日は 56万 2,000円、17年７月 26日は 50万 7,000円、

同年 12 月 26 日は 41 万 3,000 円、18 年７月 28 日及び同年 12 月 25 日は 46

万 2,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 69 万 1,000 円、16 年７月 27

日は 53 万 7,000 円、同年 12 月 22 日は 56 万 2,000 円、17 年７月 26 日は 50

万 7,000 円、同年 12 月 26 日は 41 万 3,000 円、18 年７月 28 日及び同年 12

月 25日は 46万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1433 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 56 万 4,000 円、16 年７月 27 日は 49 万円、

同年 12 月 22 日は 46 万 5,000 円、17 年７月 26 日は 40 万 5,000 円、同年 12

月 26 日は 33 万 2,000 円、18 年７月 28 日は 43 万 2,000 円、同年 12 月 25 日

は 41万 2,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 56 万 4,000 円、16 年７月 27

日は 49 万円、同年 12 月 22 日は 46 万 5,000 円、17 年７月 26 日は 40 万

5,000円、同年 12月 26日は 33万 2,000円、18年７月 28日は 43万 2,000円、

同年 12月 25日は 41万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1434 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 86 万 4,000 円、16 年７月 27 日は 73 万

2,000円、同年 12月 22日は 80万 8,000円、17年７月 26日は 63万円、同年

12 月 26 日は 51 万 5,000 円、18 年７月 28 日は 58 万 8,000 円、同年 12 月 25

日は 59万 7,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 86 万 4,000 円、16 年７月 27

日は 73 万 2,000 円、同年 12 月 22 日は 80 万 8,000 円、17 年７月 26 日は 63

万円、同年 12 月 26 日は 51 万 5,000 円、18 年７月 28 日は 58 万 8,000 円、

同年 12月 25日は 59万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1435 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 54 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 47 万

6,000円、同年 12月 22日は 48万 9,000円、17年７月 26日は 43万 1,000円、

同年 12 月 26 日は 39 万 2,000 円、18 年７月 28 日は 41 万 9,000 円、同年 12

月 25日は 43万 5,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 54 万 6,000 円、16 年７月 27

日は 47 万 6,000 円、同年 12 月 22 日は 48 万 9,000 円、17 年７月 26 日は 43

万 1,000円、同年 12月 26日は 39万 2,000 円、18年７月 28日は 41万 9,000

円、同年 12月 25日は 43万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1436 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 72 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 61 万

7,000円、同年 12月 22日は 59万 1,000円、17年７月 26日は 50万 8,000円、

同年 12 月 26 日は 43 万 8,000 円、18 年７月 28 日は 49 万 5,000 円、同年 12

月 25日は 51万 4,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 72 万 6,000 円、16 年７月 27

日は 61 万 7,000 円、同年 12 月 22 日は 59 万 1,000 円、17 年７月 26 日は 50

万 8,000円、同年 12月 26日は 43万 8,000 円、18年７月 28日は 49万 5,000

円、同年 12月 25日は 51万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1437 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 72 万 2,000 円、16 年７月 27 日は 72 万円、

同年 12 月 22 日は 62 万 5,000 円、17 年７月 26 日は 64 万 9,000 円、同年 12

月 26 日は 50 万 5,000 円、18 年７月 28 日は 60 万 2,000 円、同年 12 月 25 日

は 62万 5,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 72 万 2,000 円、16 年７月 27

日は 72 万円、同年 12 月 22 日は 62 万 5,000 円、17 年７月 26 日は 64 万

9,000円、同年 12月 26日は 50万 5,000円、18年７月 28日は 60万 2,000円、

同年 12月 25日は 62万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1438 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 66 万 3,000 円、16 年７月 27 日は 57 万

6,000円、同年 12月 22日は 61万円、17年７月 26日は 55万 6,000円、同年

12 月 26 日は 42 万円、18 年７月 28 日は 50 万 4,000 円、同年 12 月 25 日は

51万円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 66 万 3,000 円、16 年７月 27

日は 57 万 6,000 円、同年 12 月 22 日は 61 万円、17 年７月 26 日は 55 万

6,000円、同年 12月 26日は 42万円、18年７月 28日は 50万 4,000円、同年

12月 25日は 51万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1439 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 46 万 2,000 円、16 年７月 27 日は 41 万

8,000円、同年 12月 22日は 43万 1,000円、17年７月 26日は 41万 2,000円、

同年 12 月 26 日は 31 万 1,000 円、18 年７月 28 日は 36 万 9,000 円にそれぞ

れ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の



範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 46 万 2,000 円、16 年７月 27

日は 41 万 8,000 円、同年 12 月 22 日は 43 万 1,000 円、17 年７月 26 日は 41

万 2,000円、同年 12月 26日は 31万 1,000 円、18年７月 28日は 36万 9,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1440 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 44 万 3,000 円、16 年７月 27 日は 39 万

5,000円、同年 12月 22日は 37万 1,000円、17年７月 26日は 36万 4,000円、

同年 12 月 26 日は 30 万 1,000 円、18 年７月 28 日は 38 万 4,000 円、同年 12

月 25日は 37万 2,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 44 万 3,000 円、16 年７月 27

日は 39 万 5,000 円、同年 12 月 22 日は 37 万 1,000 円、17 年７月 26 日は 36

万 4,000円、同年 12月 26日は 30万 1,000 円、18年７月 28日は 38万 4,000

円、同年 12月 25日は 37万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1441 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 37 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 38 万円、

同年 12 月 22 日は 39 万 8,000 円、17 年７月 26 日は 34 万 2,000 円、同年 12

月 26 日は 28 万 1,000 円、18 年７月 28 日は 36 万 6,000 円、同年 12 月 25 日

は 36万 3,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 37 万 6,000 円、16 年７月 27

日は 38 万円、同年 12 月 22 日は 39 万 8,000 円、17 年７月 26 日は 34 万

2,000円、同年 12月 26日は 28万 1,000円、18年７月 28日は 36万 6,000円、

同年 12月 25日は 36万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1442 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 55 万 5,000 円、16 年７月 27 日は 49 万

7,000円、同年 12月 22日は 42万 1,000円、17年７月 26日は 39万 8,000円、

同年 12 月 26 日は 33 万 5,000 円、18 年７月 28 日は 39 万 3,000 円、同年 12

月 25日は 41万 3,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 55 万 5,000 円、16 年７月 27

日は 49 万 7,000 円、同年 12 月 22 日は 42 万 1,000 円、17 年７月 26 日は 39

万 8,000円、同年 12月 26日は 33万 5,000 円、18年７月 28日は 39万 3,000

円、同年 12月 25日は 41万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1443 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 54 万 5,000 円、16 年７月 27 日は 48 万

2,000円、同年 12月 22日は 51万 4,000円、17年７月 26日は 43万 4,000円、

同年 12 月 26 日は 36 万 6,000 円、18 年７月 28 日は 41 万 9,000 円、同年 12

月 25日は 43万 1,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 54 万 5,000 円、16 年７月 27

日は 48 万 2,000 円、同年 12 月 22 日は 51 万 4,000 円、17 年７月 26 日は 43

万 4,000円、同年 12月 26日は 36万 6,000 円、18年７月 28日は 41万 9,000

円、同年 12月 25日は 43万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1444 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 51 万 5,000 円、16 年７月 27 日は 45 万

4,000円、同年 12月 22日は 47万 7,000円、17年７月 26日は 41万 4,000円、

同年 12 月 26 日は 31 万 4,000 円、18 年７月 28 日は 40 万 2,000 円、同年 12

月 25日は 40万 9,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 51 万 5,000 円、16 年７月 27

日は 45 万 4,000 円、同年 12 月 22 日は 47 万 7,000 円、17 年７月 26 日は 41

万 4,000円、同年 12月 26日は 31万 4,000 円、18年７月 28日は 40万 2,000

円、同年 12月 25日は 40万 9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1445 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 40 万 2,000 円、16 年７月 27 日は 35 万円に

それぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 40 万 2,000 円、16 年７月 27 日は 35

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1446 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 43万 4,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、43万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

  



茨城厚生年金 事案 1447 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 40 万 2,000 円、16 年７月 27 日は 35 万

5,000円、同年 12月 22日は 37万 3,000円、17年７月 26日は 32万 5,000円、

同年 12 月 26 日は 26 万 5,000 円、18 年７月 28 日は 31 万 7,000 円、同年 12

月 25日は 34万 2,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 40 万 2,000 円、16 年７月 27

日は 35 万 5,000 円、同年 12 月 22 日は 37 万 3,000 円、17 年７月 26 日は 32

万 5,000円、同年 12月 26日は 26万 5,000 円、18年７月 28日は 31万 7,000

円、同年 12月 25日は 34万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1448 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 48 万 2,000 円、16 年７月 27 日は 38 万

1,000円、同年 12月 22日は 40万円、17年７月 26日は 34万 1,000円、同年

12 月 26 日は 28 万 4,000 円、18 年７月 28 日は 33 万 6,000 円、同年 12 月 25

日は 36万 2,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47生生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 48 万 2,000 円、16 年７月 27

日は 38 万 1,000 円、同年 12 月 22 日は 40 万円、17 年７月 26 日は 34 万

1,000円、同年 12月 26日は 28万 4,000円、18年７月 28日は 33万 6,000円、

同年 12月 25日は 36万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1449 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 56 万 9,000 円、16 年７月 27 日は 49 万

1,000円、同年 12月 22日は 47万 9,000円、17年７月 26日は 44万 7,000円、

同年 12 月 26 日は 35 万 7,000 円、18 年７月 28 日は 43 万 2,000 円、同年 12

月 25日は 44万円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 56 万 9,000 円、16 年７月 27

日は 49 万 1,000 円、同年 12 月 22 日は 47 万 9,000 円、17 年７月 26 日は 44

万 7,000円、同年 12月 26日は 35万 7,000 円、18年７月 28日は 43万 2,000

円、同年 12月 25日は 44万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1450 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 45 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 40 万

9,000円、同年 12月 22日は 42万 2,000円、17年７月 26日は 35万 8,000円、

同年 12 月 26 日は 29 万 2,000 円、18 年７月 28 日は 32 万 6,000 円、同年 12

月 25日は 34万 8,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 45 万 6,000 円、16 年７月 27

日は 40 万 9,000 円、同年 12 月 22 日は 42 万 2,000 円、17 年７月 26 日は 35

万 8,000円、同年 12月 26日は 29万 2,000 円、18年７月 28日は 32万 6,000

円、同年 12月 25日は 34万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1451 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 40 万 2,000 円、16 年７月 27 日は 35 万

7,000円、同年 12月 22日は 38万 4,000円、17年７月 26日は 36万円、同年

12月 26日は 28万 9,000円、18年７月 28日は 31万 8,000円にそれぞれ訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の



範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 40 万 2,000 円、16 年７月 27

日は 35 万 7,000 円、同年 12 月 22 日は 38 万 4,000 円、17 年７月 26 日は 36

万円、同年 12 月 26 日は 28 万 9,000 円、18 年７月 28 日は 31 万 8,000 円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1452 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 39 万 2,000 円、16 年７月 27 日は 34 万

7,000円、同年 12月 22日は 36万 4,000円、17年７月 26日は 31万 3,000円、

同年 12 月 26 日は 26 万円、18 年７月 28 日は 28 万 1,000 円にそれぞれ訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の



範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 39 万 2,000 円、16 年７月 27

日は 34 万 7,000 円、同年 12 月 22 日は 36 万 4,000 円、17 年７月 26 日は 31

万 3,000 円、同年 12 月 26 日は 26 万円、18 年７月 28 日は 28 万 1,000 円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1453 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 41 万 8,000 円、16 年７月 27 日は 37 万円、

同年 12 月 22 日は 38 万 6,000 円、17 年７月 26 日は 33 万 3,000 円にそれぞ

れ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき



る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 41 万 8,000 円、16 年７月 27

日は 37 万円、同年 12 月 22 日は 38 万 6,000 円、17 年７月 26 日は 33 万

3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1454 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 66 万 5,000 円、16 年７月 27 日は 57 万

9,000円、同年 12月 22日は 60万 8,000円、17年７月 26日は 51万 7,000円、

同年 12 月 26 日は 41 万 5,000 円、18 年７月 28 日は 50 万 3,000 円、同年 12

月 25日は 50万円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 66 万 5,000 円、16 年７月 27

日は 57 万 9,000 円、同年 12 月 22 日は 60 万 8,000 円、17 年７月 26 日は 51

万 7,000円、同年 12月 26日は 41万 5,000 円、18年７月 28日は 50万 3,000

円、同年 12月 25日は 50万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1455 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 52万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、52万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1456 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 35 万 3,000 円、16 年７月 27 日は 30 万

7,000円、同年 12月 22日は 33万 8,000円、17年７月 26日は 29万円、同年

12 月 26 日は 24 万 7,000 円、18 年７月 28 日は 28 万 9,000 円、同年 12 月 25

日は 31万 2,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 35 万 3,000 円、16 年７月 27

日は 30 万 7,000 円、同年 12 月 22 日は 33 万 8,000 円、17 年７月 26 日は 29

万円、同年 12 月 26 日は 24 万 7,000 円、18 年７月 28 日は 28 万 9,000 円、

同年 12月 25日は 31万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1457 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 44 万 3,000 円、16 年７月 27 日は 38 万

2,000円、同年 12月 22日は 39万 9,000円、17年７月 26日は 34万 4,000円、

同年 12 月 26 日は 32 万 4,000 円、18 年７月 28 日は 36 万 2,000 円、同年 12

月 25日は 36万 4,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 44 万 3,000 円、16 年７月 27

日は 38 万 2,000 円、同年 12 月 22 日は 39 万 9,000 円、17 年７月 26 日は 34

万 4,000円、同年 12月 26日は 32万 4,000 円、18年７月 28日は 36万 2,000

円、同年 12月 25日は 36万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1458 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 38 万 8,000 円、16 年７月 27 日は 30 万

6,000円、同年 12月 22日は 32万 2,000円、17年７月 26日は 30万円、同年

12 月 26 日は 23 万円、18 年７月 28 日は 30 万円、同年 12 月 25 日は 30 万

7,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 38 万 8,000 円、16 年７月 27

日は 30 万 6,000 円、同年 12 月 22 日は 32 万 2,000 円、17 年７月 26 日は 30

万円、同年 12 月 26 日は 23 万円、18 年７月 28 日は 30 万円、同年 12 月 25

日は 30万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1459 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 34 万 3,000 円、16 年７月 27 日は 31 万

3,000円、同年 12月 22日は 32万 2,000円、17年７月 26日は 27万 7,000円、

同年 12 月 26 日は 23 万 3,000 円、18 年７月 28 日は 29 万 6,000 円にそれぞ

れ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の



範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 34 万 3,000 円、16 年７月 27

日は 31 万 3,000 円、同年 12 月 22 日は 32 万 2,000 円、17 年７月 26 日は 27

万 7,000円、同年 12月 26日は 23万 3,000 円、18年７月 28日は 29万 6,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1460 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 34 万 4,000 円、16 年７月 27 日は 31 万

1,000円、同年 12月 22日は 32万 3,000円、17年７月 26日は 27万 7,000円、

同年 12 月 26 日は 22 万 9,000 円、18 年７月 28 日は 27 万 6,000 円、同年 12

月 25日は 30万 4,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 34 万 4,000 円、16 年７月 27

日は 31 万 1,000 円、同年 12 月 22 日は 32 万 3,000 円、17 年７月 26 日は 27

万 7,000円、同年 12月 26日は 22万 9,000 円、18年７月 28日は 27万 6,000

円、同年 12月 25日は 30万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1461 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 37 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 33 万

3,000円、同年 12月 22日は 35万 5,000円、17年７月 26日は 27万 4,000円

にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき



る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 37 万 6,000 円、16 年７月 27

日は 33 万 3,000 円、同年 12 月 22 日は 35 万 5,000 円、17 年７月 26 日は 27

万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1462 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 45 万 1,000 円、16 年７月 27 日は 38 万

8,000円、同年 12月 22日は 38万 9,000円、17年７月 26日は 35万 4,000円、

同年 12 月 26 日は 26 万 9,000 円、18 年７月 28 日は 34 万 9,000 円、同年 12

月 25日は 36万 6,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 45 万 1,000 円、16 年７月 27

日は 38 万 8,000 円、同年 12 月 22 日は 38 万 9,000 円、17 年７月 26 日は 35

万 4,000円、同年 12月 26日は 26万 9,000 円、18年７月 28日は 34万 9,000

円、同年 12月 25日は 36万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1463 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 37 万 9,000 円、16 年７月 27 日は 33 万

9,000円、同年 12月 22日は 35万 2,000円、17年７月 26日は 29万 8,000円、

同年 12月 26日は 24万円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 



したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 37 万 9,000 円、16 年７月 27

日は 33 万 9,000 円、同年 12 月 22 日は 35 万 2,000 円、17 年７月 26 日は 29

万 8,000円、同年 12月 26日は 24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1464 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 40 万 7,000 円、16 年７月 27 日は 35 万

6,000円、同年 12月 22日は 33万 7,000円、17年７月 26日は 31万 7,000円、

同年 12 月 26 日は 25 万 9,000 円、18 年７月 28 日は 30 万 7,000 円、同年 12

月 25日は 35万 3,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 40 万 7,000 円、16 年７月 27

日は 35 万 6,000 円、同年 12 月 22 日は 33 万 7,000 円、17 年７月 26 日は 31

万 7,000円、同年 12月 26日は 25万 9,000 円、18年７月 28日は 30万 7,000

円、同年 12月 25日は 35万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1465 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 43 万 3,000 円、16 年７月 27 日は 38 万

1,000円、同年 12月 22日は 40万 4,000円、17年７月 26日は 34万 3,000円、

同年 12月 26日は 28万 6,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 



したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 43 万 3,000 円、16 年７月 27

日は 38 万 1,000 円、同年 12 月 22 日は 40 万 4,000 円、17 年７月 26 日は 34

万 3,000円、同年 12月 26日は 28万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1466 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 32 万 3,000 円、16 年７月 27 日は 28 万

5,000円、同年 12月 22日は 29万 8,000円、17年７月 26日は 26万 5,000円、

同年 12月 26日は 22万 1,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 



したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 32 万 3,000 円、16 年７月 27

日は 28 万 5,000 円、同年 12 月 22 日は 29 万 8,000 円、17 年７月 26 日は 26

万 5,000円、同年 12月 26日は 22万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1467 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 29 万 9,000 円、16 年７月 27 日は 33 万

1,000円、同年 12月 22日は 32万 6,000円、17年７月 26日は 27万 5,000円、

同年 12月 26日は 23万 4,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 



したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 29 万 9,000 円、16 年７月 27

日は 33 万 1,000 円、同年 12 月 22 日は 32 万 6,000 円、17 年７月 26 日は 27

万 5,000円、同年 12月 26日は 23万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1468 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 49 万円、16 年７月 27 日は 42 万 4,000 円、

同年 12 月 22 日は 44 万 9,000 円、17 年７月 26 日は 37 万 7,000 円、同年 12

月 26 日は 30 万 9,000 円、18 年７月 28 日は 37 万 5,000 円、同年 12 月 25 日

は 38万 9,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 49 万円、16 年７月 27 日は 42

万 4,000円、同年 12月 22日は 44万 9,000 円、17年７月 26日は 37万 7,000

円、同年 12 月 26 日は 30 万 9,000 円、18 年７月 28 日は 37 万 5,000 円、同

年 12月 25日は 38万 9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1469 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 35 万 1,000 円、16 年７月 27 日は 35 万円、

同年 12 月 22 日は 33 万 8,000 円、17 年７月 26 日は 31 万 7,000 円、同年 12

月 26 日は 25 万 9,000 円、18 年７月 28 日は 31 万 7,000 円、同年 12 月 25 日

は 33万 6,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 35 万 1,000 円、16 年７月 27

日は 35 万円、同年 12 月 22 日は 33 万 8,000 円、17 年７月 26 日は 31 万

7,000円、同年 12月 26日は 25万 9,000円、18年７月 28日は 31万 7,000円、

同年 12月 25日は 33万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1470 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 33 万 1,000 円、16 年７月 27 日は 33 万円、

同年 12 月 22 日は 31 万 9,000 円、17 年７月 26 日は 31 万 4,000 円、同年 12

月 26 日は 26 万 3,000 円、18 年７月 28 日は 30 万 1,000 円、同年 12 月 25 日

は 32万円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

⑥ 平成 18年７月 28日 

⑦ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 33 万 1,000 円、16 年７月 27

日は 33 万円、同年 12 月 22 日は 31 万 9,000 円、17 年７月 26 日は 31 万

4,000円、同年 12月 26日は 26万 3,000円、18年７月 28日は 30万 1,000円、

同年 12月 25日は 32万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1471 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 35 万 5,000 円、16 年７月 27 日は 31 万円、

同年 12 月 22 日は 29 万 8,000 円、17 年７月 26 日は 29 万 1,000 円にそれぞ

れ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき



る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 35 万 5,000 円、16 年７月 27

日は 31 万円、同年 12 月 22 日は 29 万 8,000 円、17 年７月 26 日は 29 万

1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1472 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 45 万 3,000 円、16 年７月 27 日は 40 万

2,000円、同年 12月 22日は 42万円、17年７月 26日は 39万 4,000円、同年

12月 26日は 30万 1,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

③ 平成 16年 12月 22日 

④ 平成 17年７月 26日 

⑤ 平成 17年 12月 26日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて 

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の



範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 45 万 3,000 円、16 年７月 27

日は 40 万 2,000 円、同年 12 月 22 日は 42 万円、17 年７月 26 日は 39 万

4,000円、同年 12月 26日は 30万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1473 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 15 年 12 月 25 日は 34 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 29 万

3,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 25日 

② 平成 16年７月 27日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、平成 15 年 12 月 25 日は 34 万 6,000 円、16 年７月 27 日は 29

万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1474 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 16 年７月 27 日は 29 万 5,000 円、同年 12 月 22 日は 31 万

6,000円、17年７月 26日は 28万 9,000円、同年 12月 26日は 26万 6,000円、

18 年７月 28 日は 30 万 7,000 円、同年 12 月 25 日は 33 万 1,000 円にそれぞ

れ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月 27日 

② 平成 16年 12月 22日 

③ 平成 17年７月 26日 

④ 平成 17年 12月 26日 

⑤ 平成 18年７月 28日 

⑥ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の



範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 16年７月 27日は 29万 5,000円、同年 12月 22日

は 31 万 6,000 円、17 年７月 26 日は 28 万 9,000 円、同年 12 月 26 日は 26 万

6,000円、18年７月 28日は 30万 7,000円、同年 12月 25日は 33万 1,000円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1475 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 16 年７月 27 日は 38 万 1,000 円、同年 12 月 22 日は 37 万円、

17 年７月 26 日は 37 万 4,000 円、同年 12 月 26 日は 27 万 9,000 円、18 年７

月 28日は 33万 6,000 円、同年 12月 25日は 40万 3,000円にそれぞれ訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月 27日 

② 平成 16年 12月 22日 

③ 平成 17年７月 26日 

④ 平成 17年 12月 26日 

⑤ 平成 18年７月 28日 

⑥ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の



範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 16年７月 27日は 38万 1,000円、同年 12月 22日

は 37 万円、17 年７月 26 日は 37 万 4,000 円、同年 12 月 26 日は 27 万 9,000

円、18 年７月 28 日は 33 万 6,000 円、同年 12 月 25 日は 40 万 3,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1476 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 17 年７月 26 日は 36 万 7,000 円、同年 12 月 26 日は 28 万

8,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 26日 

② 平成 17年 12月 26日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 17年７月 26日は 36万 7,000円、同年 12月 26日

は 28万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事



業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1477 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 32万 8,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年７月 26日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、32万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



茨城厚生年金 事案 1478 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 17 年７月 26 日は８万 5,000 円、同年 12 月 26 日は 21 万 4,000

円、18 年７月 28 日は 27 万 2,000 円、同年 12 月 25 日は 30 万 2,000 円にそ

れぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年７月 26日 

② 平成 17年 12月 26日 

③ 平成 18年７月 28日 

④ 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき



る保険料控除額から、平成 17 年７月 26 日は８万 5,000 円、同年 12 月 26 日

は 21 万 4,000 円、18 年７月 28 日は 27 万 2,000 円、同年 12 月 25 日は 30 万

2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1479 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 18 年７月 28 日は 27 万 5,000 円、同年 12 月 25 日は 28 万

1,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年７月 28日 

② 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 18年７月 28日は 27万 5,000円、同年 12月 25日

は 28万 1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事



業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1480 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 18 年７月 28 日は 34 万 3,000 円、同年 12 月 25 日は 34 万

5,000円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年７月 28日 

② 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 18年７月 28日は 34万 3,000円、同年 12月 25日

は 34万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事



業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1481 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を７万 5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年７月 28日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、７万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1482 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 18 年７月 28 日は８万 2,000 円、同年 12 月 25 日は 26 万 5,000

円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年７月 28日 

② 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 18 年７月 28 日は８万 2,000 円、同年 12 月 25 日

は 26万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事



業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1483 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を平成 18年７月 28日は７万 8,000 円、同年 12月 25日は 27万円にそ

れぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年７月 28日 

② 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与（７月及び 12 月の年２回支給）の記録が漏れ

ているとの連絡を受けた。会社が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚

生年金保険料が控除されていたことは間違いないので、年金記録に追加し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間に係る標準賞与額の届出漏れについて申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（平成 19年法律第 131号）に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、平成 18 年７月 28 日は７万 8,000 円、同年 12 月 25 日

は 27万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事



業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1484 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 24万 2,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、24万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。



茨城厚生年金 事案 1485 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における標準賞与額に係

る記録を 25万 7,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 25日 

Ａ社から、支給された賞与の記録が漏れているとの連絡を受けた。会社

が提出した賃金台帳から分かるとおり、厚生年金保険料が控除されていた

ことは間違いないので、年金記録に追加してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において、賞与

の支給を受けていることが確認できるとともに、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていることが確認できる。 

また、申立人の標準賞与額については、賃金台帳において確認できる保険

料控除額から、25万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間に係る賞与支払届の提出を失念した旨を認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 



茨城国民年金 事案 1187 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年３月から 38 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 37年３月から 38年９月まで 

 ねんきん特別便を確認したところ、昭和 37 年３月から 38 年９月までの

国民年金保険料が未納とされていた。 

申立期間当時、学生であったため、Ａ市区町村に住んでいたが、国民年

金の保険料については、父母が加入し、納税組合を通じて、私が結婚した

昭和 38年９月まで納付していたはずである。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金に加入した時期は、国民年金手帳記号番号払出簿の払出

年月日により、昭和 44 年４月 15 日以降に申立人の夫と同時に加入手続を行

ったものと考えられること、及び国民年金被保険者台帳（特殊台帳）により、

42 年４月から 44 年３月までの国民年金保険料について、夫とともに過年度

納付していることが確認できることから、加入手続時点において、納付可能

な期間の保険料のみを納付したものと考えられる。 

また、申立人は、申立人の父母が国民年金の加入手続を行い、納税組合を

通して、申立期間の保険料を納付したと主張しているが、申立人自身は国民

年金の加入手続に直接関与しておらず、申立人の父母も他界しているため、

申立期間当時の具体的な国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明で

ある。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形

跡もうかがえず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



茨城国民年金 事案 1188 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年５月から 58 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 57年５月から 58年３月まで 

 ねんきん特別便を確認したところ、昭和 57 年５月から 58 年３月までの

国民年金保険料が未納とされていた。 

昭和 57 年５月に会社を退職し、同年７月頃にＡ市区町村役場から督促状

が届いたため、同役場に出向き、窓口で滞納分の保険料を納付し、国民年

金の加入手続を行った。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ市区町村に照会したところ、申立人の国民健康保険の加入記録を昭和 57

年５月２日から 58 年４月６日までの期間について確認できる旨の回答が得ら

れたものの、国民年金に加入した時期は、直前の満 20 歳到達日の強制加入者

の国民年金手帳記号番号から、平成５年＊月＊日以降と考えられ、この時点

では、申立期間については、時効により、保険料を納付することはできない。 

また、申立期間について、申立人は、Ａ市区町村役場において国民年金の

加入手続を行ったと主張しているところ、仮に、申立期間当時に国民年金の

加入手続を行った場合、申立人の居住地を管轄する社会保険事務所（当時）

において払い出される国民年金手帳記号は「＊」であるが、申立人には、こ

の記号による国民年金手帳が払い出された形跡が見当たらず、申立期間につ

いては、国民年金被保険者資格を有していないため、保険料を納付すること

はできない。 

さらに、申立人は、厚生年金被保険者資格を喪失後、Ｂ市区町村から国民

年金保険料の督促状が届いたため、同市区町村において、滞納分の保険料を

納付後、国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、同役場に照会した

ところ、申立期間当時、同市区町村では、国民年金加入手続後に納付書を送

付しており、未加入者に督促状の送付は行っていなかった旨の回答が得られ

たことから、申立人の主張には、矛盾が認められる。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計



簿、確定申告書等）が無い上、ほかに申立期間の保険料を納付したことをう

かがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が両申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



茨城国民年金 事案 1189 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年５月から 56 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年５月から 56年３月まで 

年金事務所に照会したところ、昭和 55 年５月から 56 年３月までの国民

年金保険料が未納の記録となっていた。厚生年金保険被保険者資格を喪失

したことから、昭和 55 年５月頃に国民年金の加入手続をＡ市区町村役場で

行い、申立期間の保険料については、納付期限内にＢ銀行Ｃ支店で納付し

たはずである。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、厚生年金保険被保険者資格を喪失したことから、昭和 55 年５月

頃に国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付期限内に

納付していたと主張しているが、申立人が国民年金に加入した時期は、申立

人の納付記録及び直前の任意加入者の国民年金手帳記号番号から、57 年２月

15 日から同年３月 26 日の間と考えられ、申立人は、申立期間の国民年金保

険料を後からまとめて納付したことはないとしており、申立期間の保険料に

ついて、過年度納付したことをうかがわせる事情は見当たらない。 

申立人は、申立期間の国民年金保険料は、Ａ市区町村役場から送付されて

きた納付書により納付したと主張しているところ、Ａ市区町村役場から、過

年度分の国民年金保険料納付書を現年度分納付書と一緒に送付することはな

かった旨の回答が得られた。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡はうかがえない上、

申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料(家計簿、確定申告

書等)が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



茨城国民年金 事案 1190 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年 10 月から 60年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年 10月から 60年３月まで 

ねんきん定期便を確認したところ、昭和 58 年 10月から 60年３月までの

国民年金保険料が未納となっていた。 

20 歳になった時は、学生であったが、２か月ないし３か月ほどした頃に、

Ａ市区町村役場から、国民年金の加入手続を行い、20 歳からの分の保険料

を納付してほしい旨の連絡があったため、母が、昭和 59 年１月から同年３

月頃に、同役場において、国民年金の加入手続を行い、58 年 10 月分から

の保険料、５か月分ないし６か月分をまとめて納付し、その後は、納税組

合を通じて、家族の分と一緒に保険料を納付したはずである。 

このため、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の母が、昭和 59 年１月から同年３月頃に、Ａ市区町村役

場において国民年金の加入手続を行ったと主張しているところ、仮に、申立

人の主張どおりであれば、申立人の国民年金手帳記号は、Ｂ市区町村を管轄

する社会保険事務所（当時）において払い出される｢＊｣となるべきであるが、

申立人の同記号は、Ｃ社会保険事務所（当時）管内の市町村に払い出される

｢＊｣であり、当該社会保険事務所が設置された 60 年３月１日以降に発行され

たものであることが確認できるとともに、申立人が国民年金に加入した時期

は、直前の任意加入者の国民年金手帳記号番号から、同年４月 25 日以降と考

えられることから、申立内容に矛盾が認められる。 

また、オンライン記録により、申立人には、昭和 61 年７月８日に、国民年

金保険料の過年度納付書が発行されていることが確認できることから、この

時点において、申立人は申立期間の一部について、保険料が未納であったこ

とが推認できる。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料を後からまとめて納付した

ことはないと主張しており、申立期間の保険料を過年度納付したことをうか



がわせる事情も見当たらない。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形

跡もうかがえず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



茨城国民年金 事案 1191 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年４月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年４月から 53年３月まで 

ねんきん定期便を確認したところ、昭和 45 年４月から 53 年３月までの

国民年金保険料が未納となっていた。 

私は、最初の頃は国民年金保険料を納付していない時期があることは知

っていたが、昭和 47 年４月に開業した後、49 年４月に結婚して、妻と一

緒に国民年金に加入し、保険料を納付した。 

このため、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が国民年金に加入した時期は、直前の任意加入者の国民年金手帳記

号番号により、昭和 54 年３月７日以降と考えられ、この時点では、申立期間

の大半については、時効により国民年金保険料を納付することはできない。 

また、申立人が国民年金保険料を一緒に納付したとする申立人の元妻も申

立期間の保険料が未納となっている。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料を後からまとめて納付した

ことはないと主張しており、事実、申立期間の保険料を過年度納付及び特例

納付したことをうかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形

跡もうかがえず、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



茨城厚生年金 事案 1486 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51年２月５日から 59年２月 26日まで 

                          ② 昭和 63年３月 15日から平成３年４月 16日まで 

年金事務所で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ社及びＢ社に

勤務していた申立期間①及び②について、加入記録が無いことが判明した。 

私は、昭和 44 年２月にＣ社に入社し、その後、同社が事業所をＤ市区町

村に移転し、社名をＡ社に変更した際、当時の社長から取締役就任の要請を

受け、取締役に就任し、以後、平成７年３月に退職するまで、継続して同社

に勤務していた。 

このことから、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が名前を挙げた同僚及びＢ社の事業主の証言から、申立人が同社に在

籍していたことは推認できる。 

一方、労働局に照会したところ、申立人の申立期間における雇用保険の加入

記録は確認できない旨の回答が得られた。 

また、Ｂ社から提出された「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認お

よび標準報酬決定通知書」及び「被保険者資格喪失確認通知書」により、申立

人は、昭和 48 年６月 11 日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、51 年２月

５日に喪失した後、59年２月 26日に再取得し、63年３月 15日に喪失してい

ることが確認できる。 

さらに、Ｂ社の事業主に照会したところ、申立人は、Ａ社の設立時、専務取

締役に就任したが、２年程で解任され、以後、平成８年８月まで、Ｂ社に非常

勤取締役として在籍していた旨の証言が得られた。 

加えて、上記事業主から、非常勤役員については、原則、厚生年金保険に未

加入としていたものの、申立人からの申し出により、昭和 59年２月 26日から



63 年３月 15 日までの期間及び平成３年４月 16 日から７年３月１日までの期

間について、申立人を厚生年金保険に加入させていた旨の証言が得られた。 

また、申立期間当時、Ｂ社において社会保険事務を担当していた者に照会し

たところ、前述と同様の証言が得られたほか、自身が昭和 55 年に同社に入社

した頃、会社の業績が良くなかったことから、役員に対して役員報酬は支払わ

れておらず、また、従業員は国民年金に加入していたと思う旨の証言が得られ

た。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された事

実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 1487 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年５月７日から同年８月 13日まで 

             ② 昭和 51年４月１日から同年５月 26日まで 

             ③ 平成６年５月頃から９年２月 28日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務して

いた昭和 50年５月７日から同年８月 13日までの期間、Ｂ社に勤務していた

51年４月１日から同年５月 26日までの期間及びＣ社に勤務していた平成６

年５月頃から９年２月 28 日までの期間について、加入記録が無かった旨の

回答を受けた。 

各申立期間について、それぞれの事業所に勤務していたことは間違いない

ので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ社において、季節労働者として勤務し

ていたと主張しているところ、労働局から、申立人は、同社において、「季

節的に雇用される者」として雇用保険に加入していたことが確認できる旨の

回答が得られた。 

一方、当該期間当時、Ａ社は厚生年金保険の適用事業所であったことが確

認できるところ、当時の社長から、臨時雇用の労働者や季節労働者は厚生年

金保険には加入させていなかったと思う旨の証言が得られた。 

また、当該期間当時、Ａ社において厚生年金保険被保険者資格を有してい

た者のうち、連絡先の判明した６人に照会したところ、１人から回答が得ら

れたものの、申立人の当該期間における厚生年金保険の適用に関する具体的

な証言は得られなかった。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人の原

票は無く、健康保険整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落し

たものとは考え難い。 



 

２ 申立期間②について、申立人は、Ｂ社において、季節労働者として勤務し

ていたと主張しているところ、労働局から、申立人は、同社において、「季

節的に雇用される者」として雇用保険に加入していたことが確認できる旨の

回答が得られた。 

一方、当該期間当時、Ｂ社は厚生年金保険の適用事業所であったことが確

認できるところ、同社から、臨時雇用の労働者や季節労働者の場合、雇用期

間も限られており、厚生年金保険には加入させていなかったと思う旨の回答

が得られた。 

また、当該期間当時、Ｂ社において厚生年金保険被保険者資格を有してい

た者のうち、連絡先の判明した６人に照会したところ、４人から回答が得ら

れたものの、申立人の当該期間における厚生年金保険の適用に関する具体的

な証言は得られなかった。 

さらに、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人の原

票は無く、健康保険整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落し

たものとは考え難い。 

 

３ 申立期間③について、労働局に照会したところ、申立人のＣ社に係る雇用

保険の加入記録は無い旨の回答が得られた。 

  また、Ｃ社に照会したところ、同社が管理する社員名簿等に申立人の名前

が無いことから、申立人の当該期間における勤務について確認できない旨の

ほか、正社員以外の従業員は厚生年金保険に加入させていない旨の回答が得

られた。 

  さらに、当該期間当時、Ｃ社において厚生年金保険被保険者資格を有して

いた者のうち、連絡先の判明した６人に照会したところ、１人から回答が得

られたものの、申立人の当該期間における勤務状況等について具体的な証言

は得られなかった。 

 

４ このほか、各申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

た事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の各申

立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も

見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として各申立期間に係る厚生年金保険

料を各事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 1488 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年４月１日から 36年３月５日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務して

いた昭和 35年４月１日から 36年３月５日までの期間について、記録が無か

った旨の回答を受けた。 

私は、当時の給与から厚生年金保険料が控除されていたことを記憶してい

るので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことは、同僚の証言から推認できる。 

一方、Ａ社の取締役に照会したところ、申立期間当時の資料は残存していな

いため、申立人に係る当時の勤務状況及び厚生年金保険の適用については不明

である旨の回答が得られた。 

また、申立人が名前を挙げた同僚 10 人のうち、４人（申立人が自身と同年

齢で同時期に入社したとして名前を挙げた同僚３人を含む。）については、Ａ

社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に名前が無い。 

さらに、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険被保険者資格を有してい

た同僚 27人のうち、存命中で連絡先が判明した 11人に照会したところ、回答

が得られた７人のうち３人（うち２人は、申立人と同じく中学卒業後に入社）

から、自身の記憶する勤務開始時期より、厚生年金保険の被保険者資格取得時

期が１年４か月ないし４年３か月遅れている旨の証言が得られ、いずれも入社

してから申立期間の月数（11 月）以上の期間を経過して被保険者資格を取得

している。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の名前



は無く、健康保険整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したも

のとは考え難い。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された事

実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 1489 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年５月から 38年 11月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務して

いた昭和 37年５月から 38年 11月１日までの期間について、加入記録が無

かった旨の回答を受けた。 

上記期間について、Ａ社に勤務していたことは間違いないので、厚生年金

保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は昭和 55年４月 10日に解散している上、申立期間当時の代表者の連絡

先も不明のため、照会することができない。 

また、申立期間に、Ａ社において厚生年金保険被保険者資格を有していた者

のうち、連絡先の判明した４人に照会したところ、２人から回答が得られたも

のの、申立人の名前を記憶しておらず、申立期間における申立人の勤務状況等

について具体的な証言を得ることはできなかった。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、申立

人が名前を挙げた同僚３人の名前も無いことから、同社では、必ずしも従業員

全員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された事

実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 1490 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年 10月１日から 49年 11月１日まで 

    年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務して

いた期間のうち、昭和 47年 10月１日から 49年 11月１日までの期間につい

て、加入記録が無かった旨の回答を受けた。 

しかし、昭和 47年 10月１日から 50年１月 23日までの期間、Ａ社に継続

して勤務していたことは間違いないので、申立期間について、厚生年金保険

の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

労働局に照会したところ、申立人のＡ社に係る雇用保険被保険者記録は、資

格取得日が昭和 47年７月 10日、離職日が 50年１月 23日である旨の回答が得

られたことから、申立人が申立期間に同社に勤務していたことは確認できる。 

一方、申立期間にＡ社における厚生年金保険の被保険者資格を有していた同

僚 15 人のうち、連絡先が判明した４人に照会したところ、２人から回答が得

られ、そのうちの１人から、同社では、入社後しばらくの期間、従業員を厚生

年金保険に加入させていなかった旨の証言が得られた。 

また、上記同僚のうち、二人について、労働局に雇用保険被保険者記録を照

会したところ、うち一人については、資格取得日が厚生年金保険資格取得日の

２か月前である旨のほか、他の一人については、加入記録が無い旨の回答が得

られたことから、Ａ社においては、雇用保険と厚生年金保険を必ずしも同時に

加入させる取扱いではなかった事情がうかがえる。 

さらに、Ａ社に照会したところ、申立期間の資料は残存していないため、申

立人の勤務状況及び厚生年金保険の取扱いについては、不明である旨の回答が

得られたほか、申立期間の役員は、連絡先が不明又は既に他界していることか

ら、照会することができない。 

加えて、申立人に係る国民年金被保険者台帳により、申立人は、申立期間に



係る国民年金保険料を現年度納付していることが確認できるとともに、申立人

のＡ社における厚生年金保険加入期間である昭和 49年 11月及び同年 12月の

国民年金保険料が、後から還付されていることが確認できる。 

このほか、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除された事

実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料、周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 1491 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年 10月１日から平成７年１月 18日まで 

日本年金機構から届いた標準報酬月額の確認通知によると、昭和 63年 10

月から平成６年 12 月までの期間について、Ａ社における標準報酬月額が実

際の給与の額と相違している。 

このことから、申立期間の標準報酬月額を正しい金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、当

初、昭和 63年 10月から平成２年７月までは 38万円、同年８月から５年９月

までは 53 万円、同年 10 月から同年 12 月までは 41 万円、６年１月から同年

12月までは 30万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適用事業

所に該当しなくなった日である７年１月 18 日より後の同年２月３日付けで、

昭和 63年 10月１日に遡及して訂正され、同年 10月から平成６年 10月までが

８万円に、同年 11月及び同年 12月が９万 2,000円に引き下げられていること

が確認できる。 

一方、Ａ社に係る閉鎖登記簿謄本により、申立期間当時、申立人は同社の取

締役を務めていたことが確認できる。 

また、申立人は、社会保険事務に係る書類の作成や届出については、経理担

当者にまかせており、当該年金記録の届出についても経理担当者が行ったと主

張しているものの、自身について、代表取締役の妻であり、経理部長としてＡ

社に勤務し、社会保険事務の責任者であったとしている。 

さらに、申立人は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなる前に、

社会保険料の滞納があったとしているところ、前述の経理担当者から、未納を

解消するために役員の報酬を引き下げて保険料に充当した旨の報告を受けた

かもしれないとしている。 

加えて、申立期間当時、Ａ社に勤務していた従業員 22人のうち 13人に照会



したところ、10 人から回答があり、うち５人が社会保険事務の責任者であっ

たとして申立人の名前を挙げているほか、そのうちの１人から、申立人は社会

保険の手続に関する決定について権限を持っていた旨の証言が得られた。 

これらの事情及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、Ａ社において社会保険事務の責任者であり、自らの標準報酬月額に係

る記録訂正処理に関与しながら、その処理が有効でないと主張することは信義

則上許されず、申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係

る記録の訂正を認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 1492 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年 10月１日から平成７年１月 18日まで 

日本年金機構から届いた標準報酬月額の確認通知によると、昭和 63 年

10 月から平成６年 12 月までの期間について、Ａ社における標準報酬月額

が実際の給与の額と相違している。 

このことから、申立期間の標準報酬月額を正しい金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、

当初、昭和 63年 10月から平成２年９月までは 47万円、同年 10月から６年

12 月までは 53 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適用事

業所に該当しなくなった日である７年１月 18 日より後の同年２月３日付け

で、昭和 63年 10月１日に遡及して訂正され、同年 10月から平成６年 10月

までが８万円に、同年 11月及び同年 12月が９万 2,000円に引き下げられて

いることが確認できる。 

一方、Ａ社に係る閉鎖登記簿謄本により、申立期間当時、申立人は同社の

代表取締役を務めていたことが確認できる。 

また、申立期間当時、申立人が社会保険事務について一任していた、経理

部の責任者である申立人の妻は、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当し

なくなる前に、社会保険料の滞納があったとしているところ、当該年金記録

の届出を含む、社会保険事務に係る書類の作成や届出を行っていた経理担当

者から、未納を解消するために役員の報酬を引き下げて保険料に充当した旨

の報告を受けたかもしれないとしている。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、代表取締役でありながら

も、主に建築部長として勤務していたとしているが、会社の業務を執行する

責任を負っている代表取締役である申立人が、当該標準報酬月額の減額処理

が有効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立人の申立期

間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることは

できない。 



茨城厚生年金 事案 1493 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年５月 12日から 38年３月１日まで 

年金事務所で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ社に勤務し

ていた申立期間について、脱退手当金が支給済みとなっていることが判明

した。私は、当時、脱退手当金の制度を知らず、受給した記憶も無いので、

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人に脱

退手当金が支給されたことを示す「脱」表示が記されているとともに、申立

期間に係る脱退手当金の実支給額についても法定支給額と一致し、計算上の

誤りが無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月

後の昭和 38年６月 14日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

また、Ａ社における被保険者のうち、同社が厚生年金保険の適用事業所と

なった時から申立人が資格を取得する前に資格を取得し、申立期間前後まで

資格を有する者 42人及び申立人より後に被保険者資格を取得した 50人の合

計 92人のうち、女性は 51人確認できる。そのうち、申立人の前後２年間に

被保険者資格を喪失した者は 30 人確認でき、そのうち、受給資格を有する

20人について、脱退手当金の受給状況を調査したところ、16人について、脱

退手当金が支給済みである旨の記録が確認できることを踏まえると、申立期

間についても事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられ

る。 

このほか、申立人から聴取しても申立期間に係る脱退手当金を受給した記

憶が無いと主張するのみで、ほかに申立人が申立期間に係る脱退手当金を受

給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


